別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　款：総務費　項：企画開発費　目：国際化推進費
	事業名:多文化共生推進支援費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部　国際戦略推進課　地域国際化係　電話番号：058-272-8175
E-mail：c11129@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,607千円（前年度予算額：1,916千円）
	要求内容


	１　要求の内容


平成２３年度に策定した「岐阜県多文化共生推進基本方針」に基づき、多文化共生社会づくりを推進するため、在住外国人に関わるさまざまな立場の方から意見聴取を行い、各種施策へ反映させるほか、多文化共生推進員に外国人コミュニティと日本人コミュニティとの橋渡しをしていただくことにより、県内での定住を目指す在住外国人の社会参画を支援していく。また、外国人学校の支援や、医療通訳ボランティア派遣システムの構築など、広域的・全県的な施策展開を行っていく。
（１）外国籍県民会議
  外国籍県民の意見を施策に反映させるため、市町村からの推薦、又は公募により選ばれた外国籍の委員から成る会議を開催
（２）外国人青少年支援者連絡会議
　外国人青少年の進学・就学の推進を図るため、官民（国、県、市町村、県・市町村教育委員会、経済団体（企業）、ＮＰＯ、外国人等）から成る会議を開催
（３）市町村・市町村国際交流協会連絡会議
　多文化共生等に関して、各市町村等と県との連携を図ることを目的として、市町村及び市町村国際交流協会との意見交換を開催
（４）多文化共生推進員の設置
各地域で多文化共生の推進のために活動している方に対し、外国人コミュニティと日本人コミュニティとの橋渡しの役割を担っていただく「多文化共生推進員」を委嘱
（５）外国人学校連携強化

　県内に５つあるブラジル人学校について、各種学校・学校法人の取得を目指す外国人学校に対する情報提供等の支援や、児童生徒の保健講話などを実施
（６）医療通訳ボランティア派遣システムの構築

　日本語がよく理解できない外国人患者が医療機関を受診等する際に必要となる医療通訳ボランティア派遣システムの構築に向けた検討及び実証実験を行う。
（７）各種会議・研修への参加
7県1市で構成する「多文化共生推進協議会」への参加、「外国人集住都市会議」へのオブザーバー参加及び、職員のスキルアップや知識習得のために、多文化共生等に関する講座を受講
（８）行政相談員研修会

　外国人が多く住む地域の振興局に設置する「在住外国人行政相談員」等のスキルアップのための研修会を実施
参考
（これまでの取組状況）
外国籍県民会議及び市町村・市町村国際交流協会連絡会議については、外国籍県民、市町村及び国際交流協会担当者など、いろいろな立場の方から意見を聴取して施策に反映させている。

外国人学校連携強化については、各種学校認可に関する説明会の開催の他健康診断が義務づけられていないブラジル人学校の児童生徒を対象とした保健講話を実施している。

多文化共生推進員については、平成２４年度に５名増員し、３０名の方に活動していただいているところである。

（これまでの取組に対する評価）

本事業で、関係者から継続して意見聴取を行い、その声を的確に施策に反映している。また、義務教育制度の外にある外国人学校を側面的に支援することは、子どもたちが学ぶ機会を持つことをサポートするとともに、地域の安定にも貢献していると考える。

この不況下でも、母国に帰らずに日本に残っている外国人は、今後も日本で暮らしていこうと考える定住志向の方である。「外国籍県民」と日本人が、地域社会の一員としてともに安心して暮らしていくためには、行政の継続的な取組が必要である。
	２　所要経費


（１）外国籍県民会議：394千円
（２）外国人青少年支援者連絡会議：238千円
（３）市町村・市町村国際交流協会連絡会議：74千円
（４）多文化共生推進員の設置：312千円 

（５）外国人学校連携強化：43千円
（６）医療通訳ボランティア派遣システムの構築：194千円
（７）各種会議・研修への参加：292千円
（８）行政相談員研修会：60千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,916
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,916

	要求額
	1,607
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,607

	決定額
	1,607
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,607


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
県内の在住外国人を、地域社会を構成する「外国籍の県民」として認識し、「県民が互いの文化や考え方を尊重するとともに、安心して快適に暮らすことのできる地域社会（多文化共生社会）」の実現を図ります。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目標
	達成率

	在住外国人と共生する社会の実現についての県民の意識「肯定層」の割合（県政世論調査）
	
	32.0％（H20）
	35.1％
（H21）
	35.0％
（H22）
	39.9%
（H23）
	34.5%

（H24）
	－

	

	多文化共生推進員の人数
	－
（H20）
	
	13人
（H21）
	20人（H22）
	25人
（H23）
	30人
（H24）
	30人
（H25）
	100.0%



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
平成２４年３月に策定した「岐阜県多文化共生推進基本方針」を踏まえ、外国人青少年支援者連絡会議の設置、医療通訳ボランティア派遣システム実証実験の実施、多文化共生推進員の設置等、自立のための支援を行っている。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
（１）外国人青少年支援者連絡会議（外国人児童生徒等が学力を身に付けることにより、進学や就職ができるようにするための施策について、検討を行う）を設置した。
（２）岐阜県医療通訳派遣システム検討会議において平成23年度から検討を行ってきた「岐阜県医療通訳ボランティア派遣システム」の実証実験を、平成24年7月30日に開始し、安心して医療機関を利用できる体制の整備を行った。
（３）行政情報を外国人に伝えるとともに外国人の意見・要望を行政に伝える活動や、地域での多文化共生社会実現に向けた活動を行う多文化共生推進員を５名増員した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	外国人の定住化に伴い、外国人が将来にわたって安心して快適に暮らすことのできる地域社会の実現が求められており、事業の必要性は高い。また、市町村の境界を越えた広域にわたる課題への対応、関係者が連携できる体制の整備及び多文化共生社会の実現のため他県市と連携した国への働きかけの実施のため、県の関与は妥当である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	在住外国人と共生する社会の実現についての県民の意識（平成２４年度）について、平成２０年度と比べると「肯定層」の割合は上昇、「否定層」の割合（H20:25.7％→H21:23.0％→H22:20.5％→H23:17.4％→H24:18.1％）は低下している。

多文化共生推進員の人数は、年々増加している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	日頃から関係者と連絡調整や情報共有を行うなど、効率化を行っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
平成２４年３月に策定した「岐阜県多文化共生推進基本方針」において、「今後の方向性」（自立のための支援）の一つとして、「将来の見える生活」（若年者）＝「外国人児童生徒等が学力を身に付けることにより、進学や就職ができるようにする」を掲げており、その実現に向けた施策について、外国人青少年支援者連絡会議で検討することとしており、その中で明らかになった課題に対し、対応策を練る必要がある。
同方針に掲げた生活上の重要な課題である「医療」については、岐阜県医療通訳ボランティア派遣システム実証実験の結果を踏まえて、平成２５年度以降の同システムの在り方について検討することが必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
現在実施している事業は、「岐阜県多文化共生推進基本方針」に基づいており、また、県内の個人及び団体から行ったヒアリングからその必要性は高いため、継続して実施する。また、外国人と彼らを取り巻く状況の変化と新たに発生する課題に的確に対応するため、適宜改善を図る。


